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障害者に対する差別の禁止に関する規定に定める事項に関し、事業主が適切に対処するための指針

等に関する意見  

http://search.e-gov.go.jp/servlet/Public?CLASSNAME=PCMMSTDETAIL&id=495140356 

 

特定非営利活動法人 日本障害者協議会 

 

障害者雇用促進法の改正によって、障害を理由にした差別の禁止規定が盛り込まれたことを評価

し、障害者権利条約（以下、権利条約）を実質的に実現していく観点から以下に意見を述べる。 

 

１．障害者の定義 

障害者基本法の障害者の定義を基本とすべきである。現実には障害者手帳を所持していない人も

多くおり、障害のために他の市民と同等の生活を営むことが困難なすべての人を含むべきである。 

また、過去に疾病・障害があったことを理由に、募集・採用、その後の段階で、他の労働者と異

なる取り扱いをすることは差別であることを明記すべきである。 

 

２．合理的配慮の「過重な負担」 

合理的配慮を行わないことは差別であると権利条約で定められており、「過重な負担」は経営状況

に客観的な見地から明らかな支障をきたす場合のみの例外ととらえ、その説明責任は事業者側にあ

ることを明記すべきである。 

 

３．合理的配慮の手続き 

  合理的配慮を求める時に障害者からの申出によって話し合いが始まり、内容が確定されていくと 

あるが、本人の申出が困難な場合には本人が選択した第三者の申出も可能とすること。また、合理 

的配慮の内容について、話し合いの結果、合意を得て実施することを明記すべきである。 

 

４．合理的配慮の具体例について 

合理的配慮の中に「手話通訳」を明記すべきである。権利条約は手話を言語と定めており、募集

および採用時において、また、採用後においても手話は必要である。 

肢体不自由者の場合は、合理的配慮の中に、「介助者」も加えられるべきで、その概念は広いもの

であることを明記すべきである。 

 

５．相談体制について 

相談担当者は、障害問題を権利擁護の視点で理解している者が行い、障害者の側に立って問題を

解決する姿勢が必要であることも明記すべきである。 

 

６．他の労働者等への意識啓発について 

合理的配慮等により環境が整備されれば、多くの障害者は他の労働者と同等に働く能力を発揮で

きることを、事業主は日頃の言動や事業所内外のツールを用いて意識啓発していく責任があること

を明記すべきである。 

 

以上 
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